
はじめに

平成20年の公益法人制度改革により、一般社団法人という法人格が誕生し

ました。その具体的な活用例として、地域のスポーツチーム、 PTA活動、

ボランティア団体、新たな資格認定を事業とする団体などに適していること

が知られています。

令和 5 年の時点では、一般社団法人の年間設立件数は約6,000社に上り、

これは株式会社（約10万社）、合同会社（約 4 万社）に次いで 3 番目に多い

件数です（法務省資料より）。

一般社団法人の設立件数が増加している理由として、設立手続きの容易さ

と税制上の優遇という、 2 つの大きなメリットが挙げられます。例えば、「非

営利型一般社団法人」の要件を満たせば、寄付金や会費には法人税が課税さ

れませんし、資格認定や講座運営事業にも原則として法人税が課税されませ

ん（茶道、生花など法人税が課税されるものもあります）。

このようなメリットがあることにより設立件数が増えているにもかかわら

ず、一般社団法人の設立や運営に精通した専門家は、それほど多くはありま

せん。書籍においても、公益社団法人や公益財団法人をメインとするものは

ありますが、一般社団法人のみを解説する実務書は珍しいと思われます。

本書は、一般社団法人の設立や会計・税務のサポートを専門とするほか、

自身でも一般社団法人を立ち上げ運営している税理士と、同じく一般社団法

人の登記や定款認証の経験が豊富な司法書士が、その一連の手続きや法務・

税務知識のポイントを解説するものです。

設立前の検討段階から、実際の設立手続き、設立後の各種届出や決算、理

事会や社員総会の開催方法に至るまで、時系列に沿った構成になっています。

設立を検討中の方にとっては、ご自身の目的に一般社団法人が合致してい

るかどうかが判断でき、設立を決意した方にとっては、行うべき具体的な手

順やタスクが俯諏できる内容を目指しました。

また、そのような方を支援する専門家（税理士、司法書士、行政書士など）

の方にも役立つよう、情報の取捨選択に務めました。



特に、誰を社員に選ぶべきか、非営利型にすべきか、理事会を設置するべ

きか、定款に何を盛り込むべきか……といった初期段階の意思決定は、将来

的な運営でのトラプルを防ぐカギであり、非常に重要なポイントです。本書

がこの点の理解の一助となり、ご自身に合った一般社団法人を設立するガイ

ド役となれれば、こんなに嬉しいことはありません。

一般社団法人を設立し、女性の活躍推進、スポーツを通じた学生の人間教

育、さらには地域活性化といった社会的意義のある活動に取り組もうとする

方々を税理士として支援することは、私自身が社会の変革に貢献する一助と

なっていると感じられる意義深い仕事です。こうした支援を通じて、多くの

人々が目指す社会の未来像を共に築き上げていくことこそが、私の専門家と

しての使命であり、また大きなやりがいでもあります。

私自身、地元である兵庫県加古川市を盛り上げたいという想いと、応援し

ているアメリカンフットボールから派生したフラッグフットボールを普及さ

せたいという想いを胸に、一般社団法人という組織を立ち上げ、活動を開始

しました。その結果、多くの方々に関心を持っていただき、さらには協賛を

通じて支援をいただけるようになりました。

社会に貢献する活動を幅広い賛同を得ながら進めていきたいと考える方に

とって、一般社団法人の設立は有力な選択肢となり得るでしょう。本書を通

じて、その可能性をぜひ検討していただければ幸いです。

本書の発刊にあたり、共著の誘いを快くお引き受けくださった森成翔司法

害士と、聡日本法令の水口嗚海氏に、心より感謝申し上げます。

令利 7 年 3 月

税理士高橋和也
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第 1 章.. 
一般社団法人に
ついて知ろう

一般社団法人は、「設立手続きが簡単」で「税制上の

優遇措置がある」という、 2 つの大きなメリットを得ら

れる法人形態です。

この章では、一般社団法人の詳しい仕組み•特徴や、

一般社団法人に向いているビジネス・活動などをみてい

きます。



璽．一般社団法人の基本の「き」 . 
【 1 】一般社団法人とは

そもそも社団法人とは、ある一定の目的をもった人や企業などが「社員」

として集まったもののうち、法律により法人格が認められたものをいいます... 
（社員の集団に法人格を付与→社団法人）。

平成20年11月以前は、民法により法人格を認められたものが「社団法人」

でした。

平成20年12月、公益法人制度改革が施行されたことにより、現在では、一

般法人法により法人格が認められた一般社団法人と、一般社団法人のうち公

益認定法により行政庁から公益認定を受けた公益社団法人の 2種類が存在し

ています。

一般社団法人には、たとえば「日本の自動車工業の健全な発達等」を目的

として自動車メーカーなどが集まった一般社団法人日本自動車工業会のよう

な規模の大きい法人もあれば、筆者自身が令和 5 年に設立した、「兵庫県加

古川市でフラッグフットボールの普及を図る」ことを目的とした個人が集

まった一般社団法人加古川フラッグフットボール協会1のような小規模な法

人もあります。

現在、一般社団法人は、毎年約6,000件のペースで新設されています。

法人形態としては 3 番目に多い設立件数です。

l https:/ /www.flagkakogawa.org/ 
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•：●令和 5年の新規法人設立件数

株式会社 100,669件

合同会社 40,751件

一般社団法人 6,077件

一般財団法人 258件

（法務省「登記統計統計表」をもとに作成）

[【 2 】一般社団法人のメリット
このように一般社団法人の設立件数が多い理由として、次のようなメリッ

トが挙げられます。

(1) 設立が簡単

平成20年以前の社団法人は、設立には主務官庁の許可が必要でしたが、公

益法人制度改革により、登記だけで簡単に設立できるようになりました。

また一般社団法人は、 NPO法人のような設立時の所轄庁の認証も不要で

す。

登記すればだれでも設立できるという手軽さが、一般社団法人の魅力のひ

とつといえます。

(2) 活動内容の自由さ

平成20年以前の社団法人は、公益目的の事業を行うことが求められていま

した。

同様にNPO法人は、特定非営利活動を行うことが求められます。

これらに対し、一般社団法人は活動内容に制限がないため、社会貢献や地

域振興といった公益的な活動だけではなく、同窓会のような共益的な活動な

ど、さまざまな分野での活用が可能です。講座・セミナービジネスや民間資

格検定ビジネスなどの分野でも、一般社団法人が増えています。

最近では、大学での部活動が、ガバナンスや資金調達力の強化を目的に一

般社団法人となるケースもよくあります。
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(3) 税制上のメリット

詳しくは後述しますが、一般社団法人のうち非営利性が徹底された法人（以

下、本書において「非営利型一般社団法人」という）は、一定の所得には法

人税が課税されません。

株式会社や合同会社で同じ事業を行えば法人税が課税されるところ、非営

利型一般社団法人であれば課税されないという、税制上のメリットがあると

いうことです。

このような税制上のメリットを活用するために、起業する段階で一般社団

法人での設立を選ぶケースが増えています。

[【 3 】一般社団法人の関連用語
ここでは、一般社団法人に関連する用語をいくつか解説します。誤解され

やすいものや聞き恨れない用語も含まれますが、まずはこれらの用語を正確

に理解しておきましょう。

(1) 社 員置匡• 1雌層置詈鳳9
関連用語で勘違いされやすいのが「社員」です。多くの人が、「一般社団

法人の社員」のことを、給料をもらって働く従業員（会社でいう「会社員」）

と誤解しています。

一般社団法人における社員とは、最高決議機関である社員総会の構成員を

指します。株式会社における株主総会の構成員である株主に近いといえます。

一般社団法人の社員には、個人だけでなく、法人（会社など）もなること

ができます。

(2) 社員総会

社員総会は、一般社団法人の最高決議機関です。

社員総会において、社員は原則として 1 人につき 1 個の議決権を持ちます

が、定款に記載することで 1 人に複数の議決権を持たせることもできます。

社員総会で決める事項（決議事項）のうち、主なものは以下のとおりです。
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®役員の選任・解任

®会計監査人の選任・解任

®社員の除名

®計算書類の承認

®定款の変更

®法人の解散

(3) 理事

理事は、一般社団法人の役職のひとつです。株式会社でいう取締役にあた

ります。

理事の役割は、理事会を設置している場合と設置していない場合で異なり

ます。

〇理事会を設置していない場合

理事会を設置していない一般社団法人では、理事は法人の業務を執行す

るのが役割になります。理事が 2 名以上いる場合には、原則として理事の
III IIlIIl,_,.IIIIIIIIIIIII IIII 

過半数で業務執行の意思決定を行います。

また、原則として理事は法人の代表権を有する（＝法人の業務に関する

一切の行為を行う権限を有する）ことになりますが、理事の中から位塁塁

更を定めている場合には、その代表理事のみが法人の代表権を有します。

〇理事会を設置している場合

理事会を設置している一般社団法人では、理事の中から必ず代表理事を

定める必要があります。理事会が一般社団法人の業務執行の意思決定を行

いますが、具体的な業務の執行は代表理事が行います。

また、理事の中から代表理事以外に業務執行理事（一般法人法91①二）

を定めている場合には、その業務執行理事も一般社団法人の業務を執行し

ます。

代表理事および業務執行理事以外の理事は、理事会の構成員（いわゆる
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ひらりじ

平理事）としての理事会での議決権の行使が役割になります。

(4) 理事会

理事会とは、すべての理事で構成し、
~----------------------------------------------------------------------------------------------; 
! ®法人の業務執行の意思決定
: ＠理事（代表理事や業務執行理事）の職務執行の監督

! ＠理事（代表理事や業務執行理事）の選定および解職
----------------------------------------------------------------------------------------------ｷ 
などを行う機関です。

理事会を設置する設置しないはその法人の任意になります。

(5) 監事

監事は、一般社団法人の役職のひとつです。株式会社でいう監査役にあた

ります。

主な役割は、理事が職務を適正に行っているかのチェック（監査）です。

監事を置くかどうかはその一般社団法人の任意ですが、理事会を設置して

いる場合は、監事を必ず置かなければなりません。

(6) 会計監査人

会計監査人の役割は、一般社団法人の計算書類およびその付属明細書の監

査です。

会計監査人を置くかどうかはその一般社団法人の任意ですが、大規模一般

社団法人（貸借対照表の負債の合計額が200億円以上の一般社団法人をいう。

以下同じ）の場合は、会計監査人を必ず置かなければなりません。

また、会計監査人は公認会計士または監査法人である必要があります（一

般法人法68①)。

(7) 非営利 置匿•
これも勘違いされがちな用語です。

＇息＇置詈鳳9

「非営利」とは、一般社団法人の構成員（社員や役員など）に利益の分配

を行わないことをいいます。

6 第 1 翠一般社団法人について知ろう



筆者は「非営利だから儲けてはダメですよね？」「利益を上げてはいけな

いですよね？」といった質問をよく受けますが、非営利であっても事業を行っ

て利益を上げること自体はまったく問題ありません。あくまで、株式会社に

おける配当のように、事業を行って得た利益を分配してはいけないというこ

とです。

ですから、非営利であっても、役員や従業員、アルバイトに給与を支払っ

たり、業務委託先に報酬を支払ったりすることは、当然に認められています。

(8) 非営利型法人（非営利型一般社団法人）

一般社団法人のうち①非営利性が徹底された法人または②共益的活動を目

的とする法人の要件に該当する場合には、非営利型法人として法人税法上の

優遇措置を受けることができます（法人税法 2 九の二）。

なお、本書では、非営利型法人以外の一般社団法人を「普通型法人」と呼

ぴます。

(9) 収益事業

非営利型法人ではない一般社団法人は、すべての所得（＝利益）に対して

法人税が課税されますが、非営利型一般社団法人は収益事業から生じた所得

に対してのみ法人税が課税されます。

収益事業は、具体的には後述する34の事業が該当します(15頁）。
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[【 1 】どの会計基準を用いるべきか
一般社団法人は、会計帳荊を作成し、事業年炭ごとに計筍：-:11:類（t守借対照

表および損益計符杏）を作成しなければなりません。

一般社団法人の会計については、その行う事業に応じて、一般に公正妥出

と認められる会計の伯行に従うものとする（一般法人法119) とされています。

この「一般社団法人において公正妥当と認められる会計の恨行」とは、具

体的には「公益法人会計基準」や「企業会計碁準」が想定されます20

一般社団法人は利益の獲得と分配を H 的とする法人ではないことから、通

常は公益法人会計基泄を企業会計碁準より優先して適）llすることになるとさ

れています心

一方、 1:I本公認会計士協会は、公益認定 l11請を予定しない一般社団法人で、

主たる事業が対価を伴う事業を実施するなど企業と同様の事業を行っている

法人については、企業会計基準を適川することが事業の尖態等をより適切に

表していると判断する場合が考えられるとしています10

実務上は、公益認定申詰（公益社団法人になるための 1|l ili)を予定してい

ない一般社団法人は、企業会計基禅で会計を行えば十分に足りると箪者は考

えます。

ただし、悔外の事業者が提供する非党利法人向けのサプスクリプション

サーピス等で、非営利法人向け優待価格が適用される条件として「公益法人

会計基準で作成した決算書」の提出を求めてくるケースもありますので、注

2 公益法人 FAQ問64·①
https://www.koeki-info.go.jp/content/06-04-0l.PDF 
3 1i1i掲・脚注2
、I n 本公認会計士協会による非営利法人委日会実務指針第38号公益法人会i1甚準に関す
る実務指針のQ&AのQl
https:/ /jicpa.or.jp/specialized_field/files/2-13-38-2-20190319.pdf 
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意が必要です。

また、行政が主導で運営する一般社団法人については、収支予算書を作成

するために公益法人会計基準を適用する場合があります。

•：●筆者が推奨する会計基準

®公益認定申請を予定 ⇒ 公益法人会計基準

®行政が主導的に運営 ⇒ 公益法人会計基準

⑥上記以外 ⇒ 企業会計基準位）

（※）非営利法人向け偲遇措證の適用を受ける場合には、公益法人会計基準に準拠した決
算書を求められる可能性がある。

【 2 】企業会計基準と公益法人会計基準の用語の違い

企業会計基準と公益法人会計基準では、作成する書類や使用する勘定科目

の名称が、以下のように異なります。

♦:•会計基準の用語の違い

企業会計基準 公益法人会計基準

作成する書類 損益計算書 正味財産増減計算書

事業収益、受取会費、
売上高 受取入会金、受取補助金、

受取寄付金など

売上原価 事業費

勘定科目や区分の名称 販売費及び一般管理費 管理費

当期純利益 当期一般正味財産増減額

純資産の部 正味財産の部

繰越利益剰余金 一般正味財産

（注）一部、厳密には意味が異なるものも含む。
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【 3 】一般社団法人の会計での注意点

一般社団法人には、株式会社のように株式等と引き換えに資金を提供する

「出資」の概念がありません。そのため、一般社団法人の会計には「資本金」

という勘定科目は存在しません。

まれに、一般社団法人の貸借対照表に「資本金」が記載されているケース

を見かけますが、これは誤った会計処理です。

一般社団法人が資金提供を受けた場合は、その内容に応じて「基金」「借

入金」「受取寄付金」などの適切な勘定科目を用いて会計処理を行います。

[【 4】会計ソフトは何を使うべきか

(1) 公益法人会計基準を適用する場合

公益法人会計基準用に対応した会計ソフトを使用する必要があります。

一般企業向けの会計ソフトでも勘定科目の名称を変更するなど工夫すれば公... 
益法人会計基準を適用して作成したような計算書類を作成することは可能です。

しかし、特に公益認定申請を目指す場合や行政に関係する一般社団法人の

場合は、初めから公益法人向け（公益法人会計基準適用）の会計ソフトを使

用することをお勧めします。

(2) 企業会計基準を適用する場合

一般企業向けの会計ソフトで問題なく対応できます。

既存の勘定科目をそのまま使用してもかまいませんが、以下のようなひと

手間を加えると、一般社団法人らしい計算書類を作成できます。

®収入に対して使用する勘定科目を「売上高」でひとくくりにするので

はなく、「受取入会金」「受取会費」「事業収益」「受取補助金」「受取

寄付金」などというように細かく区分。

®「損益計算書」の名称を「正味財産増減計算書」に変更。

@「当期純利益」の名称を「一般正味財産増減額」に変更。
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